


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































資源的能力論 静態的組織能力 ダイナミック ･ケイパビリティ 動態的組織能力
代表的論者 バーニー グラント？ ティース バーナード
対資源関係…※ 資源＝能力 資源≠組織能力 資源≠組織能力 資源≠組織能力
能力特性 客体・対象 資源活用力 : 主体 ルーティン変革：主体的 主体的作用 : 調整力
行為主体者 経営者／管理者 経営者／管理者 経営者／管理者 組織：経営者は触媒
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75）…C.I.…Barnard,…The Functions of the Executive,…Harvard…University…Press,…1938．山本安次郎・田杉　競・飯野春樹訳『経営者
の役割』ダイヤモンド社、1968年。以下では原書頁数のみ本文に記す。なお、バーナード理論は本書を中核に、バーナードの
全著作からなる。
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遂行する能力（ability）に依存する。これはその行為の適切さと環境の条件のいずれにも
依存する。換言すれば、有効性は主として技術的過程の問題である」（p.91）。
　要するに、組織の有効性とは、組織の目的達成度と環境適切性に照らした組織能力尺度
である。目的達成基準である有効性は、資源効率、つまり資源生産性が問われる。たとえ
ば、自動車会社の存亡は、クルマの生産（販売も含む）という目的達成に依存するが、そ
の場合、効率的で合理的な生産方式による「生産行為の適切性」が問題になる。この意味
で、有効性はいわば目的を達成する生産能力の基準だといえる76）。この有効性を確保する
ところに、組織の主体性が強く現れ、組織の自由（能力）も発揮される。目的達成をめざ
して（つまり有効性を求めて）、人々の活動を結集させる方向に調整力がフルに働くから
である。
　組織の能率について、バーナードは「組織の能率とは、そのシステムの均衡を維持す
るに足るだけの有効な誘因を提供する能力（capacity）である。組織の生命を維持するの
は、この意味での能率であり、物質的生産性の意味での能率ではない」と説明する（93
頁）。
　組織の能率とは、簡単にいえば、組織の生命力を維持する誘因提供能力である。端的に
言えば、人々を引きつけ、そのエネルギーを組織活動として確保する組織能力が組織の能
率である。まさに主体性の発露だ。
　それでは組織の有効性と能率の関係はどうなるのであろうか。経営体の環境適応力、そ
の存続・発展が組織能力に担われ、その組織能力の高さがこれを構成する顧客を含めた個
人の質と活動水準によって決まるとき、協働目的の達成としての有効性は、誘因原資を生
産するところに位置づけられ、誘因提供能力の一翼を担うことになる。全体的観点（＝
組織の生存的観点）から「能率には結局のところ有効性が含まれる」（p.238）のである。
バーナードのこの主張は、単に「生存能力には生産能力が含まれる」という以上に、「生
存能力が生産能力を規定し、前者が後者より優先する」という宣言でもあった77）。
　ところで、組織における能率の極意は、個人との交換で、組織にとってさほど価値はな
いが、個人にとって価値あるものをできるだけ多く与え、逆に、提供する個人にとってあ
まり価値がなくとも、組織にとって価値あるものを多く受け取ることである。バーナード
はこれを「部分能率」と名づけて、「受け取る人からみて、できるだけ少なく与えるとい
う意味ではない」と注意を喚起している。分配能率を意味する部分能率が成立するのは、
交換評価が個人の主観的判断によることや、威信や地位、仕事のやり甲斐、人間関係、さ
らにはブランド、知名度などの社会的効用が価値をもつからである。
　もっとも、組織的調整によって誘因原資（効用）を創造できなければ、いくら効用をう
まく交換しても、それだけでは組織の存続はおぼつかない。そこには組織の主体性＝能力
が最高に発揮される創造能率が必要である。これを担っているのが組織的観点から諸要素
を組み合わせる調整であり、その質が組織の存続を決定する。当然、創造的な調整側面で
76）…社会状況に照らして「車を生産する」という目的自体の「環境適切性」も有効性の問題であるが、究極的には能率に含まれる
問題だろう。
77）…詳しくは、庭本佳和、前掲書（285-292頁）を参照。
68 69
組織能力概念への学説的考察
ある創造能率の過程は、全体感に支配された審美的な過程である。この全体観を些かでも
可視化しようとした試みが管理過程として展開された ｢組織経済」論だった。時に組織変
革を伴うこの過程の遂行は、組織主体性（＝組織能力）の最高の表現であるだけでなく、
組織人格の基底に潜む個人人格の浮上による人間の主体性の発揮を契機にしてなされるこ
とが、特に重要であろう。
　最後に「組織の主体性＝能力の発揮と価値創造としての自由」に触れておきたい。
　変化する環境への経営体の適応力と持続的発展が、それを担う組織の力量、つまり組織
能力に依存することは既に述べた。組織が環境変化を認識し自己革新（組織変革）に至る
契機は、組織貢献者たる個人78）との対立である。組織貢献者としての顧客を例にすれば、
それは、直近数年間の当該事業の売上高、利益額の推移と要因分析（環境要因か、自社の
能力か）、さらにはこれに市場占有率などを加えた自社の相対的位置の把握によって、そ
の予兆ないし前兆は掴めるだろう。そこから組織発展のダイナミズムも生まれる。
　もっとも、バーナードの場合、組織構成員ないし組織貢献者とは、経営者や管理者、従
業員だけでなく、株主、債権者、取引業者、さらには顧客（これを延長すれば、地域社
会）も含まれているから、従業員だけが激しく組織と対立するのではない。組織との一体
感の強い管理者や経営者でさえ、その葛藤の渦の中にいる。従業員を含めて、彼らは組織
能力の中核的活動を担うだけに深刻である。人間は誰でも、限りある人生を納得いくよう
に過ごしたい。知的レベルの高い誠実な個人は、一般に社会意識が高く、その傾向が強
い。自己の仕事の意味を問い、さらに企業の社会的存在の意味を問うて、それらが満たさ
れないと、組織を離脱さえする。知識創造力や情報活用力が競争力を決定する現代社会に
あっては、組織の打撃も大きい。組織能力を低下させ、競争力を失ってゆくからだ。
　もちろん、配当や株価に不満を感じる株主は、株を売却し、それが株価を押し下げるこ
ともあろうし、経営不信を覚える債権者は債権回収に走り、取引業者は取引を停止し、提
携相手は提携を解消し、提供された商品（製品・サービス）に満足できない顧客はその購
入を減らすか止めるであろう。いずれも企業の経営基盤を堀崩すが、これも個人の主体化
がもたらした個人と組織の対立の一面であり、組織変革を要請するシグナルである。一般
的には市場の評価といわれる。それを組織貢献者の意思として内的に捉える視点を提供し
たのが、バーナードにほかならない。そこには内的視点がもたらした意味の余剰（隠され
た意味＝内部化した外部）79）がある。組織における潜在的な対立可能性が顕在化してくる
とき、それが混沌を生み、新たな組織の意味を浮上させる契機とも基盤ともなるのであ
る。組織能率概念は、このような組織貢献者からなる組織概念とワンセットになっている
ことに注意せねばならない。組織能率概念はまさしく組織の生存能力の基準なのである。
　組織目的が達成されて有効的であっても、個人目的が満たされなかったにせよ、個人に
とっての「意図せざる結果」が不満足だったにせよ、個人が十分に活動せず、まして組織
から離脱し今後参加してくれなかったら、個人の協働意思（身体的ないし物的・精神的エ
ネルギー）を生命源にしている組織にとって、これほど意図せざる結果の不満足はないだ
78）…「組織貢献者たる個人」には、投資会社（株主）や銀行（債権者）も含まれている。
79）…庭本佳和、前掲書（2006）、第２章、第５章、第12章を参照。
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ろう。それは個人と組織の対立であるが、社会価値を独特に内在化した個人との対立は、
潜在的な社会的コンテクストの顕在化となって、組織に環境認識、自己認識の転換を激し
く迫る。いわば、隠された意味の浮上である。
　それでは、なぜ納得して組織参加を自己決定した個人が組織と対立するに至るのか。そ
れは、組織から提供される誘因に慣れ、人々の要求水準が高まることもあるが、それ以上
に、人間が「協働を通して自己を形成する」存在だからである。人間は他者との交流を通
して意識を高め、論理を鍛え、成長し発展する。とりわけ責任を伴う協働は人間を著しく
成長させる。それは組織の影響力の結果であるが、個人に独特に内在化していた社会価値
が意識の高まりと鍛えられた論理によって発酵した結果でもある。そのような個人は組織
参加前の自己と同じではない。その活動を構成要素とする組織も部分的に変化しようが、
調整基準、つまり組織能率基準が旧態依然であれば、両者は対立せざるを得ない。
　ここに組織は「人々の貢献（協働意思）を確保し維持する能力」である組織能率の再構
築、つまり自己を鍛え直す実践に乗り出すことになる。目的が達成されない非有効性の場
合はもちろん、意図せざる結果の不満足としての不能率の場合も、組織の反省契機となっ
て、新たな調整基準を創り出す価値的創造性が発揮されるのである。それは、発展した個
人との相互作用から組織の変革・発展も促され、それがまた個人に跳ね返る相互変容プロ
セスとして実現する。それは全体（新た組織）の意味の絶えざる再創造プロセスともいえ
る。これがバーナードの統合方法であり、組織能力向上の方法であった。
　本稿は当初「組織能力の展開と知のダイナミズム」という論題のもとに構想したが、未
だ混沌とした概念と研究領域に書き手の能力不足もあって冗長に流れた。その紙面的制約
に加えて、時間的制約から、も第Ⅲ節を分割して第４節としたため、本来の第Ⅳ節「組織
能力の向上と知のダイナミズム」をカットせざるを得なかった（それでも長い）。組織能
力向上の核心である知の統合プロセスの一部は、個人と組織の対立と克服＝相互変容とい
う形で間接的に示してはいるが、この点が残された課題である。
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